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【様式３】                            

規制の事後評価書 

 

法律又は政令の名称：割賦販売法                         

規 制 の 名 称：安全・安心なクレジットカードの利用環境の整備及び FinTech に 

よるイノベーションを促す新たな規制・制度環境の整備     

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止                

  担 当 部 局：経済産業省商務情報政策局商務・サービスグループ商取引監督課 

  評 価 実 施 時 期：令和６年３月                        

 

１ 事前評価時の想定との比較 

① 課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響及び想定外の影響の発現

の有無 

規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響が生じて 

いる場合、その影響について記載する。また、規制の事前評価時には想定していなかった影

響が発現していないかを確認し、発現の有無及びその内容を記載する。 

 

 規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢の変化による影響は生じておらず、想定外の

影響も発現していない。 

 

② 事前評価時におけるベースラインの検証 

規制の事前評価後、大幅な社会経済情勢等の変化による影響があった場合は、これを差 

し引いた上で、事後評価のためのベースライン（もし当該規制が導入されなかったら、ある

いは緩和されなかったらという仮想状況）を設定する。 

 

前述のとおり、事前評価時からベースラインの変更はない。 

 

③ 必要性の検証 

規制の事前評価後に生じた、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又

は想定していなかった影響の発現を踏まえた上で、当該規制の必要性について改めて検証

し、記載する。 
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規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響は生じておら

ず、想定していなかった影響も発現していないことから、引き続き必要であると考えられる。 

 

２ 費用、効果（便益）及び間接的な影響の把握 

④ 「遵守費用」の把握 

「遵守費用」、「行政費用」について、それぞれ定量化又は金銭価値化した上、把握すること

が求められるが、特に「遵守費用」については、金銭価値化した上で把握することが求められ

る。その上で、事前評価時の費用推計と把握した費用を比較し、かい離がある場合、その理由

を記載する。 

 

１．クレジットカード番号等に関するセキュリティ対策の強化 

１）加盟店管理 

「クレジットカード番号等取扱契約締結事業者（加盟店契約者）」に、登録を受けるための

申請手続費用が発生しており、2023 年 12月末現在までの登録件数は 269件である。また、登

録後は当該事業者に、加盟店管理及び内部管理体制の整備を行う費用が発生しているが、体制

整備等にかかる費用は事業者ごとに異なるため、定量的な推計は困難である。 

２）加盟店のセキュリティ対策 

全国の加盟店に情報漏えい対策及び不正利用対策を行う費用が発生しているものと見込ま

れるが、セキュリティ対策等の状況は事業者ごとに異なるため、遵守費用の定量的な推計は困

難である。 

２．消費者への適正な情報提供の実施 

クレジットカード利用時における加盟店の書面交付義務を緩和し、電子メール等による情報

提供が可能となったが、いずれの方法で情報提供を行うかは事業者に委ねられるため、定量的

な推計は困難である。 

 

⑤ 「行政費用」の把握  

行政費用については、定量化又は金銭価値化した上、把握することが求められる。特に規

制緩和については、緩和したことで悪影響が発生していないか等の観点から、行政としてモ

ニタリングを行う必要が生じる場合があることから、当該規制緩和に基づく費用を検証し

「行政費用」として記載することが求められる。また、事前評価時の費用推計と把握した費

用を比較し、かい離がある場合、その理由を記載する。 
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１．クレジットカード番号等に関するセキュリティ対策の強化 

１）加盟店管理 

国において、「クレジットカード番号等取扱契約締結事業者」の登録・審査、遵守状況の検

査・監督のための費用が発生する。 

 

ア．クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の登録・審査 

どの程度の審査時間を要するかについては、案件により異なるため定量的な推計は困

難。仮に、1件の登録審査を、担当者 2人で、1日 3時間、1週間のうち 3日間、標準処理

期間の 2 か月間で行うと想定すると、約 2,600 円／時間（※）×2 人×72ｈ＝374,400 円

となり、令和 4 年における登録実績が 9 件であることから、年間の行政費用は、374,400

円×9 件＝3,369,600円と定量化される。 

※１時間当たりの人件費を以下のとおり算出。412,747 円（国家公務員（全職員）の平均給

与月額）÷(8 時間×5 日×4 週)＝約 2,600 円 （平均給与月額は「令和 ５年国家公務員

給与等実態調査の結果概要（令和 4 年 8 月人事院）」 

 
イ．クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の検査・監督 
クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の継続的な監督は、案件によって費やす時

間が異なるため定量的な推計は困難。立入検査に係る行政費用も案件により異なるが、仮

に、1 件の検査につき、①事前準備（担当者 3 人で、1 日 4 時間を 10 日間）、②当日検査

（担当者 3 人で、1 日 7 時間を 3 日間）、③検査後の作業（担当者 3 人で、1 日 2 時間を

10 日間）と想定すると、①～③の合計は 631,800 円となり、令和 4 年における立入検査

実績が 24 件であることから、年間の行政費用は、631,800 円×24 件＝15,163,200 円と定

量化される。 
① 2,600 円／時間×3 人×4ｈ×10 日間＝312,000 円 
② 2,600 円／時間×3 人×7ｈ× 3 日間＝163,800 円 
③ 2,600 円／時間×3 人×2ｈ×10 日間＝156,000 円 

 
２）加盟店のセキュリティ対策 

特に発生する費用はない。 

 
２．消費者への適正な情報提供の実施 

特に発生する費用はない。 

 

⑥ 効果（定量化）の把握 

規制の事前評価時に見込んだ効果が発現しているかの観点から事前評価時に設定した指標

に基づき効果を可能な限り定量的に把握する。また、事前評価時の効果推計と把握した効果

を比較し、かい離がある場合、その理由を記載する。 
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１．クレジットカード番号等に関するセキュリティ対策の強化 
１）加盟店管理 

クレジットカード番号等の流出、不正利用被害及び悪質取引等の消費者トラブルの減少に

ついて、規制の有無による効果を定量的に調査することは困難であるが、これらに継続的に取

り組むため、平成 28 年割賦販売法の改正で、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の

登録や、加盟店への調査を義務付ける等の仕組みを措置した。規制による対策を実施したこと

で、悪質な加盟店を排除する相応の効果、対面取引を中心に加盟店でのクレジットカード情報

の不正利用対策に相応の効果があったと考えられる。 

 
＜参考：消費者相談の動向＞ 

規制の対象である包括信用購入あっせん（分割・リボ）にかかる相談件数は減少傾向。２か

月内払いは契約件数、相談件数ともに増加傾向にあるが、相談発生率の比較によれば、包括

信用購入あっせん（分割・リボ）と２か月内払いの取引の間には大きな差あり。 

 
◎契約件数、相談件数、相談発生率の比較 

 
 
 
 
 
 
 
＜出典＞2023 年 11 月 第 32 回 産業構造審議会 商務流通情報分科会 割賦販売小委員会 資

料 2 から抜粋  

 
２）セキュリティ対策 

加盟店のセキュリティ対策強化により、偽造カードの使用による不正利用被害が減少した。 

 
【参考】「偽造カード」によるクレジットカード不正利用被害は、不正利用被害全体の 19.1％
（2015 年）→0.4％（2022 年）に減少している。（一般社団法人日本クレジット協会「日本の

クレジット統計」より） 

 
２．消費者への適正な情報提供の実施 
カード利用時の加盟店での書面交付義務が緩和されたことで、取引上のコストが削減されたと

考えられるが、規制の有無による効果の定量的把握は困難である。 

2017 2018 2019 2020 2021

契約件数 871,413,295 891,635,789 906,209,957 907,575,595 957,894,722

相談件数 20,302 21,387 21,690 21,193 18,578

発生率 0.0023298% 0.0023986% 0.0023935% 0.0023351% 0.0019395%

契約件数 8,511,103,266 9,441,003,010 11,050,518,998 11,875,131,717 13,426,743,954

相談件数 59,355 73,045 104,608 135,761 127,974

発生率 0.0006974% 0.0007737% 0.0009466% 0.0011432% 0.0009531%

2か月内払い

包括信用

年度
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⑦ 便益（金銭価値化）の把握 

把握された効果について、可能な限り金銭価値化して「便益」を把握することが望まし

い。なお、緩和により削減された遵守費用額は便益として把握する必要がある。また、事前

評価時の便益推計と把握した便益を比較し、かい離がある場合、その理由を記載する。 

 

１．クレジットカード番号等に関するセキュリティ対策の強化 
１）加盟店管理 

加盟店管理の強化として加盟店調査を実施したことにより、悪質加盟店排除には相応の効果

があったと見込まれるが金銭価値化は困難。 
２）セキュリティ対策 
加盟店のセキュリティ対策強化により、偽造カードの使用による不正利用被害額が減少した。 

 
【参考】「偽造カード被害額」は、23.1 億円（2015 年）→1.7 億円（2022 年）に減少している。

（一般社団法人日本クレジット協会「日本のクレジット統計」より） 
 
２．消費者への適正な情報提供の実施 

提供する情報項目の絞り込みと提供方法の柔軟化に伴い、FinTech 企業による消費者にとって

利便性の高い新たな決済サービスの普及が促進されたことが見込まれるが、規制の有無による便

益を金銭的に調査することは困難である。 

 

⑧ 「副次的な影響及び波及的な影響」の把握 

副次的な影響及び波及的な影響を把握し、記載する。また、規制の事前評価時に意図して

いなかった負の影響について把握し、記載する。さらに、事前評価時に想定した影響と把握

した影響を比較し、かい離がある場合、その理由を記載する。 

※ 波及的な影響のうち競争状況への影響の把握・分析の方法については、公正取引委員会

が作成するマニュアルを参照のこと。 

※ 規制の事前評価時に意図していなかった負の影響の把握については、ステークホルダー

からの情報収集又はパブリックコメントなどの手法を用いることにより幅広く把握するこ

とが望まれる。 

 

― 

 

３ 考察 

⑨ 把握した費用、効果（便益）及び間接的な影響に基づく妥当性の検証 

把握した費用、効果（便益）及び間接的な影響に基づき、規制の新設又は改廃の妥当性につ



6 
 

いて考察を行う。また、考察に基づき、今後の対応について検討し、その結果を記載する。 

 

２．④「遵守費用」の把握及び⑤「行政費用」の把握で示したとおり、費用負担が発生してい

るものの、⑥効果（定量化）の把握及び⑦便益（金銭価値化）の把握に示した効果・便益は、割

賦販売法の法目的に合致しており、今後も同様の効果・便益が発生すると考えられることから、

当該措置を継続することが妥当である。 
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割賦販売法の一部を改正する法律案に係る事前評価書 

 

１．政策の名称 

 安全・安心なクレジットカードの利用環境の整備及び FinTechによるイノベーションを促す新た

な規制・制度環境の整備 

 

２．担当部局 

経済産業省商務流通保安グループ商取引監督課長 坂本 里和 

電話番号：03-3501-2302  e-mail：kappannhou@meti.go.jp 

 

３．評価実施時期 

平成２８年１０月 

 

４．規制見直しの目的、内容及び必要性等 

（１）規制見直しの目的 

①クレジットカード番号等に関するセキュリティ対策の強化 

近年、クレジットカード取引は、カード発行会社がクレジットカード加盟店（以下「加盟店」と

いう。）との契約を別会社（加盟店契約会社）に行わせる形態が増加している。 

 加盟店における情報漏えい対策及び不正使用対策の実効性確保、並びに消費者被害の未然防止の

実現のために、加盟店に問題がないかどうかについて、加盟店に対してクレジットカード番号等を

取り扱うことを認める契約の締結をする加盟店契約会社や決済代行業者などの適切な主体がモニ

タリング及びスクリーニングを行うことで加盟店網の適正化をはかる。 

 これに関して、クレジット取引の構造変化も踏まえ、FinTech（Finance×Technology の造語。先

端技術を用いた革新的金融サービス。）を活用する決済代行業者についても、法的位置づけの獲得

を可能とする。 

また、カード番号漏えいの続発及び不正使用増加に対処すべく、事業者におけるセキュリティ対

策を一層促進する。 

 

＜図１：クレジット取引の構造変化＞ 

 

 

機
能
分
化

カード発行会社 加盟店契約会社

消費者 加盟店

近年

決済代行業者
（FinTech企業等）カ

ー
ド
発
行

加
盟
店
契
約
等

国際ブランド
（VISA等）

消費者 加盟店

クレジットカード会社
（カード発行会社兼
加盟店契約会社）

従来
国際ブランド
（VISA等）
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②消費者への適正な情報提供の実施 

割賦販売法において定められているクレジットカード利用時において加盟店に課されている書

面交付義務が、取引上のコストとなり、新規ビジネスの阻害要因となっているため、記載項目及び

情報提供方法を合理化する。 

 

（２）規制見直しの内容 

①加盟店管理 

加盟店に対してクレジットカード番号等を取り扱うことを認める契約の締結をする者（以下「ク

レジットカード番号等取扱契約締結事業者」という。）について登録制を導入する。 

また、登録を受けた「クレジットカード番号等取扱契約締結事業者」に対し、クレジットカード

番号等の「適切な管理」や「不正な利用の防止」を図るための調査等を義務付ける。  

具体的には、加盟店によるクレジットカード番号等の適切な管理又は利用者によるクレジットカ

ード番号等の不正な利用の防止に支障を及ぼすおそれの有無等の調査を求め、当該おそれがあると

認める場合には、必要な措置を講ずることや調査を行った場合の調査記録の作成・保存等を義務付

ける。 

なお、本来的には加盟店契約会社の業務である加盟店管理について、決済代行業者も「クレジッ

トカード番号等取扱契約締結事業者」として登録を受けることができることとし、技術力･信頼度

の高い決済代行業者による法的位置づけの獲得を可能とすることで、決済代行業者と既存の加盟店

契約会社との競争促進を図る。 

 

②セキュリティ対策 

従来、カード発行会社及び加盟店契約会社のみに課されていたクレジットカード番号等の適切な

管理義務及び自らの委託先におけるクレジットカード番号等の適切な管理を図るための委託先へ

の指導等の義務について、加盟店に対しても同様に義務付ける。 

また、加盟店に対し、偽造カード・なりすまし対策等、クレジットカード番号等の不正な利用を

防止するための措置を講じることを義務付ける。 

具体的には、対面決済については決済端末の IC 対応化、非対面決済についてはパスワードによ

る本人認証などの措置を想定している。 

 

③消費者への適正な情報提供の実施 

現行法でクレジットカード利用時において加盟店に課されている書面交付義務に代えて、情報提

供義務とする（ただし、消費者の求めがあった場合には書面交付を行うこととする）。また、加盟店

が提供する情報項目のうち、「商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期」は、契

約の締結時に商品の引渡し若しくは権利の移転又は役務の提供を行う場合に、「契約の解除に関す

る事項」は特約が加盟店とカード利用者の間にない場合に、省略可能とする等の見直しを行う。 

 

（３）規制見直しの必要性 

我が国においては、加盟店契約を締結するクレジットカード会社の大半は、クレジットカード発

行業務にも携わっていたため、「包括信用購入あっせん業者」として、割賦販売法に定める登録を受
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ける等の規制を受けてきた。従前、このように割賦販売法の規制を受けていること等を背景として、

クレジットカード会社の自主的取組を通じて、悪質加盟店（違法な取引を行う加盟店やクレジット

カード取引システムの信頼性・安定性を損なう加盟店等）の排除が実現されてきたと言われている。 

しかし、近年、加盟店契約を専業とする者や決済代行業者が増加しつつあるところ、これらの者

はクレジットカード発行を行わないため、原則として割賦販売法の規制対象とならず、悪質加盟店

を排除する経済的なインセンティブが働きづらい面があることが指摘されている。また、決済代行

業者の中には、海外のアクワイアラーを経由した取引によって販売業者等にクレジットカード利用

環境を提供する者もある。 

 こうした加盟店契約に関与する主体の多様化を背景として、消費者トラブルが急増しており（平

成２７年：約６万件）、その大半は加盟店に起因するものとなっている。 

 

＜図２：クレジット取引に関する消費者相談の推移＞ 

 

 

また、近年、セキュリティ対策が不十分な加盟店を狙った不正アクセスによるカード情報の漏え

い事件が増加し（平成２７年報告ベース：３６件の販売業者等から約１３万件の番号等が流出）、こ

れに伴う偽造カードや本人になりすました不正使用による被害も増加している（平成２７年：約１

２０億円）。一方で、クレジットカード利用時の不正使用対策についても、普及状況が十分ではない

との指摘がある。 

 

＜図２：不正使用被害額の推移＞ 
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漏えいの続発及びそれに続く不正使用被害の増加は、カードの利用に対する消費者の不安感を増

大させるとともに、漏えい者以外の関係事業者にも不測の損失が生じる結果、カード取引システム

に対する社会的信頼の毀損や取引上の予測可能性低下を招き、ひいてはカード取引の健全な発展を

著しく阻害しかねない。特に、クレジットカード決済端末の IC 対応については、諸外国での取組

が進展する中、我が国が「セキュリティホール化」し、国際的な犯罪の標的にされるリスクが高ま

っている。 

こうした状況を踏まえ、2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向け、インバウンド需要

をさらに取り込むため、「安全・安心なクレジットカードの利用環境」を整備することが必要とされ

ている。 

 決済代行業者は、FinTech を活用することによって、低コストで加盟店の裾野を広げる上で重要

性を増すとともに、加盟店管理においても加盟店契約会社に代わって実効的・効率的にこれを行い

得る者も増えている。 

 また、国内におけるカード決済件数は年間約７０億件あり、一件ごとのコストが少しでも低減す

れば、全体としては大きなコスト低減が見込まれるという特徴があるが、割賦販売法において定め

られている書面交付義務が、取引上のコストとなり、新規ビジネスの阻害要因となっている。 

 こうした状況を踏まえ、FinTech によるイノベーションを促す新たな規制・制度環境の整備が必

要とされている。 

 

（４）法令の名称・関連条項とその内容 

割賦販売法 

改正案第３０条の２の３第４項及び第５項（書面の交付等） 

改正案第３５条の１６（クレジットカード番号等の適切な管理） 

改正案第３５条の１７の２（クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の登録） 

改正案第３５条の１７の８（クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の調査等） 

改正案第３５条の１７の１５（クレジットカード番号等の不正な利用の防止） 

 

５．想定される代替案 
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（１）加盟店管理 

自主規制団体を通じて、加盟店契約会社及び決済代行業者に加盟店管理を行わせる自主規制を設

ける。 

 

（２）セキュリティ対策 

カード情報を保有する全ての事業者に対して、ガイドライン等を通じて、クレジットカード番号

等の適切な管理をすべきことを周知する。 

また、加盟店に対し、ガイドライン等で定める基準に従って、カード等の不正な利用を防止する

ための措置を講じるべきことを周知する。 

 

（３）消費者への適正な情報提供の実施 

クレジットカード決済による販売契約等を締結した際には、加盟店に一定の事項を記載した書面

の交付を求めていた（個別の承諾があった場合のみ電磁的方法が可能。）ところ、「書面交付」に代

えて、「情報提供」を求めることとし、購入者等が特に書面の交付を求めたとしても、書面を交付す

る必要はないものとする。 

 

６．規制の費用 

（１）加盟店管理 

 改正案 代替案 

遵守費用 登録を受けた「クレジッ

トカード番号等取扱契約締

結事業者」（２００社以上を

想定）に、加盟店管理及び内

部管理体制の整備を行う費

用が発生する。 

２００社以上にのぼる自

主規制団体に所属している

加盟店契約会社及び決済代

行業者に、加盟店管理及び

内部管理体制の整備を行う

費用が発生する。 

行政費用 国において、「クレジット

カード番号等取扱契約締結

事業者」の登録・審査、遵守

状況の検査・監督のための

費用が発生する。 

特に発生する費用は想定

できない。 

 

その他の社会的費用 特に発生する費用は想定

できない。 

特に発生する費用は想定

できない。 

 

（２）セキュリティ対策 

 改正案 代替案 

遵守費用 全国で３４０万事業所以

上とも言われている加盟店

に、情報漏えい対策を行う

費用が発生する。また、加盟

番号管理に係るガイドラ

インを遵守した場合には、

加盟店に情報漏えい対策及

び委託先の指導等を行う費
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店に不正使用対策（対面は

偽造カード、非対面はなり

すまし防止等）を行う費用

が発生する。 

（不正使用対策の例） 

＜対面＞ 

 決済端末の IC対応化 

＜非対面＞ 

 パスワードによる本人認

証 

          等 

用が発生する。また、不正使

用対策に係るガイドライン

を遵守した場合には、加盟

店に不正使用対策を行う費

用が発生する。しかし、任意

の措置であることから、事

業者が企業経営等の観点か

ら必要と認める範囲内で投

資を行うことになるため、

追加費用は限定的である。

また取り組まない場合に

は、追加費用は発生しない。 

行政費用 特に発生する費用は想定

できない。 

国において、ガイドライ

ン等の作成、周知の費用が

発生する。 

その他の社会的費用 特に発生する費用は想定

できない。 

特に発生する費用は想定

できない。 

 

（３）消費者への適正な情報提供の実施 

 改正案 代替案 

遵守費用 特に発生する費用は想定

できない。 

特に発生する費用は想定

できない。 

行政費用 特に発生する費用は想定

できない。 

特に発生する費用は想定

できない。 

その他の社会的費用 特に発生する費用は想定

できない。 

書面交付義務を撤廃する

ことで、一定割合存在する、

書面による情報提供を望む

消費者への情報提供が確保

されない。 

 

７．規制の便益 

（１）加盟店管理 

 改正案 代替案 

便益 現状、約６万件（平成２７

年）の消費者相談件数（※）

があるところ、登録を受け

た「クレジットカード番号

等取扱契約締結事者」が加

盟店管理を行うことで、ク

任意の取組により消費者

トラブルの減少等の効果が

一定程度見込まれるが、自

主規制団体に加入していな

い加盟店契約会社及び決済

代行業者に加盟店管理を遵
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レジットカード加盟店によ

るネットでの悪質取引等、

消費者トラブルが減少。安

全・安心なクレジットカー

ドの利用環境の整備によ

り、カード利用に関し、訪日

外国人の安心確保により、

インバウンド需要をさらに

取り込むことができる。 

※相談 1 件あたりの購入金

額は約１８万円（平成２５

年） 

守させることができず、そ

うした事業者が規制の抜け

穴になり、加盟店がシフト

する可能性があることか

ら、その効果は限定的。 

 

（２）セキュリティ対策 

 改正案 代替案 

便益 加盟店のセキュリティ対

策強化により、カード情報

の漏えい（平成２７年：約１

３万件の番号等流出）が減

少し、これに伴う偽造カー

ドや本人になりすました不

正使用による被害（平成２

７年：約１２０億円）も減

少。安全・安心なクレジット

カードの利用環境の整備に

より、カード利用に関し、訪

日外国人の安心確保によ

り、インバウンド需要をさ

らに取り込むことができ

る。 

ガイドライン等の周知に

より事業者の自主的なセキ

ュリティ対策が行われる可

能性はあるが、あくまで自

主努力に委ねられているた

め、効果は限定的。 

 

（３）消費者への適正な情報提供の実施 

 改正案 代替案 

便益 提供する情報項目の絞り

込みと提供方法の柔軟化に

伴う店頭オペレーションの

スマート化により、FinTech

企業による消費者にとって

利便性の高い新たな決済サ

書面交付義務の撤廃に伴

う店頭オペレーションのス

マート化により、FinTech企

業による新たな決済サービ

スの普及を促進することが

できる一方で、電子的方法



14 
 

ービスの普及が促進され

る。一方で、消費者の求めが

あった場合には書面交付を

行うこととするので、事業

者にとっては引き続き書面

交付による制約が部分的に

残る。 

 

により受け取る手段を有さ

ない消費者にとっては不利

益が生じる。 

 

８．政策評価の結果 

加盟店契約会社や決済代行業者は、加盟店に対してクレジットカード番号等を取り扱うことを認

める契約の締結により加盟店の番号等の適切な管理及び不正利用の防止等に重要な役割を果たし

ているが、割賦販売法の規制対象ではなかった。改正案によりこのような加盟店契約会社や決済代

行業者に加盟店管理を義務付けるとともに、加盟店にセキュリティ対策を義務付けることで（平成

２７年：約１３万件の番号等流出）及び不正使用被害（平成２７年：約１２０億円）や、悪質取引

等の消費者トラブル（平成２７年：約６万件）が減少することが見込まれる。 

また、登録制度の導入により加盟店契約会社と同等の体制を持つ決済代行業者（FinTech企業等）

に法的位置付けを与えるとともに、書面交付義務について、情報提供義務に代えた上で提供する情

報項目の合理化を行うことで、技術力・信頼度の高い決済代行業者による独自の技術を活かした利

便性の高い新たな決済サービスの普及促進が期待される。よって、定期的に、又は必要に応じて（例：

１年間に１回）行う加盟店調査やセキュリティ水準の高い決済サービスの導入など、事業者や行政

機関に追加負担費用が発生しうると考えられるが、消費者における改正案による便益は大きく、社

会全体でみれば便益はその費用を上回ると考えられる。 

 他方、代替案のうち（１）（２）については、悪質取引等、消費者トラブルや、カード情報の漏え

い及び不正使用被害が減少せず、技術力・信頼度の高い決済代行業者による独自の技術をいかした

利便性の高い決済サービスの普及促進を図ることができない恐れがあり、便益が限定的であると考

えられる。また、（３）については、店頭オペレーションのスマート化により、FinTech企業による

新たな決済サービスの普及を促進し、取引情報の電子データ化を促進し、他分野の FinTech企業の

ためのビッグデータを充実させることができるが、一定割合存在する、書面による情報提供を望む

消費者への情報提供が確保されない恐れがあるため、社会的費用が発生しうる。 

 先述のとおり、安全・安心なクレジットカードの利用環境の整備及び FinTechによるイノベーシ

ョンを促す新たな規制・制度環境の整備が必要であり、この実現のためには、改正案を講ずること

が適切であると考えられる。 

 

９．有識者の見解その他の関連事項 

平成 26年から平成 28年にわたり、クレジットカード取引システムの健全な発展を通じた消費者

利益の向上について、産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会において検討してきた。 

平成 27 年 7 月 3 日には、クレジットカード取引におけるオフアス化等の機能分化（アンバンド

リング化）といったクレジットカード取引の基盤にかかわる大きな構造変化の潮流を踏まえ、クレ
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ジットカード取引システムの健全な発展を図り、クレジットカードを利用する全ての消費者の利益

向上につなげるため、クレジットカード取引を利用することで便益を受ける消費者の利益保護と、

消費者トラブルの未然防止や救済による消費者の利益保護の両立に配慮しつつ、政府に対してオフ

アス取引の一般化という取引構造の変化に対応した制度整備等を要請する報告書がとりまとめら

れた。 

また、平成 28 年 6 月 2 日には、セキュリティに係るリスクの急速な高まりや移動可能端末等決

済事業者等に代表される FinTech の活用可能性の拡大といった状況を踏まえ、消費者保護及び産

業政策上の観点から、クレジットカード取引システムの健全な発展を図り、クレジットカードを利

用する全ての消費者の利益向上につなげるため、割賦販売法の改正等に係る基本的方向性を示した

平成２７年報告書の追補版がとりまとめられた。具体的には以下のとおり改正案に係る言及がなさ

れている。 

 

産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会報告書～クレジットカード取引システムの

健全な発展を通じた消費者利益の向上に向けて～（平成２７年７月３日）（産業構造審議会商務流

通情報分科会割賦販売小委員会）（抄） 

第２章第２節第２款１．オフアス取引に対応した制度整備等について 

（１） 加盟店契約会社に係る事項 

○ 登録制の導入 

・ 加盟店契約会社について登録制を導入する。（略） 

○ 加盟店調査の実施等に係る規定の新設 

・ 加盟店との契約時に、加盟店に係る一定事項の確認を求める。（略） 

（２） 決済代行業者 に係る任意登録制の導入及び登録を受けた者が介在する取引に係る特例 

・ 加盟店契約会社と加盟店の間に介在し、加盟店契約の締結段階ないし履行段階に関与する主体

のうち、一定の登録要件を満たす者は、登録を受けることができることとする。（略） 

・ 登録を受けた者のみと取引を行う加盟店契約会社については、加盟店調査を遂行する体制等、

登録要件を一部軽減する。 

・ 登録を受けた者が介在する取引については、当該登録を受けた者に（１）の加盟店調査の実施等

を求めることとし、当該登録を受けた者を選択した加盟店契約会社は、当該取引については行為規

制の対象とならないものとする。（略） 

 

産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会報告書～クレジットカード取引システムの

健全な発展を通じた消費者利益の向上に向けて～（追補版）（平成２８年６月２日）（産業構造審議

会商務流通情報分科会割賦販売小委員会）（抄） 

第２章第２節１．基本的な考え方及び措置の方向性 

（２） クレジットカード番号等の情報管理 

（前略）クレジットカード番号等（以下「番号等」という。）の管理については、個人情報保護法

の改正により取扱個人情報の件数による裾切りがなくなり、中小企業も含め全ての事業者に安全管

理が義務づけられたこととのバランスも考慮し、加盟店等に対しても、努力義務にとどまらず、義

務（違反に対して一定の制裁措置が規定されるもの）を課し、クレジットカード情報の保護（不正
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アクセス等による漏えい防止）を図ることが適切である。 

（３） 不正使用の防止 

番号等の情報管理は、情報漏えい自体を防止することにより不正使用の根本原因の抑止に繋がる

ものである。他方、情報漏えいの完全な防止は現実には困難であり、海外での情報漏えいを契機に

国内で不正使用が発生しうる等の限界もあることに鑑みれば、不正使用の横行による機能不全を防

止し、クレジットカード取引システムの信頼を確保すべく、加盟店に対してクレジットカードの不

正使用対策義務を課し、正当な権利者（本人）以外の者による不正使用防止（対面取引における偽

造カードの使用防止と非対面取引におけるなりすましの防止）を図ることが適切である。  

第４章第３節３．具体的な対応 

（２） 消費者に提供すべき情報項目の見直し 

書面交付義務において消費者への提供が必要な情報の項目については、消費者保護の趣旨に照ら

し、現行法令の規定内容が現状において合理性を持っているか、あらためて見直す余地がある。 

例えば、①カード会社により情報提供がなされる（３０条、３０条の２の３第１項・２項）ため、

必ずしも加盟店に提供を義務付ける必要のない項目、②法の趣旨との関係で、そもそも、時代の変

化により、現時点においては提供が不要になっていると整理できる項目、③情報提供が必要である

としても柔軟な方法で情報提供させるべき項目、④該当する加盟店にのみ情報提供させればよい項

目、といった分類を参考としつつ、消費者にとって、取引のどの段階でどのような情報が必要か、

また、それを誰から提供させるべきかという観点から、改めて検討すべきである。 

（３） 情報提供の在り方について 

スマートフォンの普及等情報化の飛躍的進展という社会状況の変化、FinTech 等によるイノベー

ション振興の観点、情報提供に関して IT 化に応じた対応を図る他法の動向等を踏まえ、情報提供

に関する割販法の規定が今後の技術革新や新ビジネスの創出を阻害することのないよう、「書面交

付を原則、電磁的方法を例外」とする現行の書面交付義務の妥当性についても改めて考える必要が

ある。 

例えば、消費者がインターネットを通じて購入の申込みを行った場合など、電磁的方法により情

報提供を行うことについて個別に消費者の承諾を求めることが、必要性に乏しく、かつ、消費者に

とってもかえって煩雑となると考えられる。また、ネット上の情報提供を可能とすることで、現行

では通常月単位となっているリボ払い等に関する情報提供の頻度を上げ、リアルタイムに近づけて

いくことや 19、重要事項を絞り込んで表示し、詳細情報は必要に応じてクリックして読みに行くよ

うな「伝える」工夫もやりやすくなる等、情報提供の質の向上も期待される。 

こうした観点を踏まえつつ、情報提供に関する割販法の規定が今後の技術革新や新ビジネスの創

出を阻害することのないよう、①カード発行の際のイシュアーによる書面交付義務（３０条）、②カ

ード利用の際のイシュアーの書面交付義務（３０条の２の３第１項・第２項）、③カード利用の際の

加盟店の書面交付義務（同条第４項）といった現行の書面交付義務の各類型ごとに、それぞれの機

能や立法趣旨に鑑みて、情報提供手段として多様な手段を認めたり、電磁的方法による情報提供の

要件となる承諾の取り方を柔軟化する余地がないか、検討すべきである。 

特に、カード利用の際の加盟店の書面交付義務については、必ずしも消費者との継続的取引関係

を前提としない場合が多いことや、店頭等における多様な情報提供の在り方が考えられることも十

分に踏まえて検討する必要がある。また、一定割合存在する、高齢者等の電子的通信手段を有しな
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い消費者への情報提供が確保されるよう、少なくとも消費者の求めがあった場合には書面交付を行

うこととする等の配慮も必要である。（略） 

 

１０．レビューを行う時期又は条件 

この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律による改正後の割賦販売法の規定の施

行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 


